子ども・子育て新システムの整備に関する内閣府要請の実施について
自治労は2010年7月27日、子ども・子育て新システムの整備に関する内閣府要請行動を実施した。自治労からは、加藤副委員長、石上総合政治政策局長、秋野社会福祉局長、太田政治局長、平川臨時中執、峯社会福祉評議会議長が参加した。内閣府からは、泉健太政務官が対応した。

冒頭、加藤副委員長が「6月29日に子ども・子育て新システムの基本制度案要綱が少子化対策会議において決定された。子どもを取り巻く状況は、子ども手当や子どもの貧困など多くの問題が山積している。民主党の、子育てを社会全体で支えるという考え方には賛同するところであるが、自治労として現場を預かる立場から10点ほど要請をしたい」と述べた。

続いて秋野社会福祉局長より、「子ども・子育て新システムは、これまでばらばらであった子ども施策を一元化していくという意味では望ましい枠組みである。自治労は現場に８万人の保育士を抱えているが、この現場の視点から要請を挙げさせていただいた」として、具体的な要請内容について説明した（別紙要請書参照）。

これに対し、泉政務官は次のとおり回答した。

１．金銭給付と現物給付について、民主党の参院選のマニフェストでは、子ども手当13,000円の上乗せ部分として現物給付もあり得るとしている。安易な金銭給付に流れないような仕組みをつくりたい。「子育て会議」の運営についても課題があると認識している。

2． 子ども・子育て包括交付金の財源保障についてはその重要性を認識している。公立保育所の一般財源化問題について、他省庁との調整もあるが、新システムの仕組みに組み込むのかどうか検討しているところである。

3． ナショナルミニマムについては、引き下げるつもりはなく、むしろいかに向上させるかを検討しているところである。

4． 地方段階における、当事者とステークホルダーの参画を可能にする仕組みの設定については、国として義務付けまでは難しいが、「できる規定」で検討したい。

5． 認可保育所と認可外保育資源の問題について、現実的に都市部の問題は切り分けて考えるという意見もあったが、自治体間格差を招くという批判もあった。認可外保育資源として株式会社の参入などがあるが、事業者にもよるが雇用や研修など努力をしている株式会社があるのも事実。国としては、もちろん「認可外」を推進しようとは考えていないが、一方でチルドレン・ファーストとの整合性をどう考えるかという問題もある。現実として設備のよくない「認可外」施設に高い保育料を払って通っている子どもがたくさんいる。「認可外」施設への手当てではなく、そこに通う子どもへの手当てという視点で考えなくてはならない。

6． 運営費の使途制限については、保育人材の確保と質の高い保育サービス確保や、事業の継続性が担保されているかどうかという視点から考えたい。例えば株式会社など事業者への事実上の撤退規制、積立金の義務化、株式への配当規制など様々な方法が考えられる。

7． ワンストップサービスを可能とする市町村実施体制の構築については、都道府県との関係、調整をどうするかという問題がある。今後横断的なサービスの実現に向け、例えば複数の自治体による経営や県単位での少子化対策、広域間における調整など考えていかなければならない。

8． こども園については、保育施設でもあり、教育施設でもあるという方向性で考えている。

9． 放課後児童給付について、当然拡充の方向で努力したい。

10．幼保一体化の推進について、就学前の子どもが省庁でばらばらであるのもいかがなものかと思う。まずは地域でいかに子育てを支えていくかという視点が重要である。もちろん生活保護世帯や虐待の問題など、福祉を受けるべき立場の人がこれまでどおり優先して福祉を受けられるような手当ては必要であり、施設に応諾義務を課すことも必要である。また現在、保育所入所について正社員世帯が優先される現実があるが、パートタイマーへの対応として、こども園のなかに短時間労働者用の枠を設けるなどの配慮が必要であると認識している。職員配置基準については、例えば保育所の1歳の6：1という基準は現場実態として改善すべきという意見があるのも認識している。幼稚園と保育所の低い方の基準と合わせるのではなく、高い方からスタートさせたい。今後もそのような現場の声に耳を傾けていきたい。

　　

　最後に自治労側から、今後の継続的な協議と現場の声を活かした制度設計の実現を要
請し、内閣府要請を終了した。
